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平成２４年１１月２２日 

 

「新食品表示制度についての意見交換会」に対する意見の提出 

 

財団法人食品産業センター 

 

 

我が国食品製造事業者は、国民にとって生活の基本となる安全な食品を安定

的に供給するため、企業の社会的責任への取組みの強化、コンプライアンスの

向上等はもとより、食品の安全性・品質管理の徹底等に、一貫して取組んでお

ります。また、原料原産地などの情報につきましても、事業者の主体的な取組

みとして、お客様相談窓口、ホームページ等を通じた情報提供の強化に努めて

いるところです。 

新食品表示制度については、食品表示一元化検討会による１年間の検討を経

て報告書がまとめられており、また、食品表示におけるこれまでの長い検討の

経過や経緯があることから、これらを十分に踏まえた法案の作成、制度設計が

必要と考えております。 

消費者庁により本年（平成２４年）１１月１日に公表された「新食品表示制

度についての意見交換会」の趣旨、及び「新食品表示制度のポイント（イメー

ジ）」（以下「表示のポイント（イメージ）」という。）につきましては、以下の

ように考えております。 

 

（要旨） 

新食品表示制度については、食品表示一元化検討会報告書（以下「報告書」

という。）、これまでの積年の議論等を十分に踏まえて頂きたい。 

 ①新食品表示制度の「目的」は、「報告書」の通り、「食品の安全性確保に係

る情報が ～ 最優先」とし、消費者の商品選択についても、「機会の確保」

ではなく「判断に影響を及ぼす重要な情報」に限定すること。 

②用語の定義の統一・整理、国際規格（Codex）との整合性をとること。 

③「表示の見やすさ」については、「表示項目を絞り、文字を大きくする」（消

費者庁ＷＥＢ調査結果７２．６％）ことにより、消費者にわかり易く見やす

い、かつ、事業者にも作成しやすい表示とすること。 

 ④義務表示事項は、罰則を伴う以上、単に「知りたい表示」ではなく、「商品

選択の際に真に必要としている表示」、「消費者を誤誘導し風評被害を招かな

いか」等の実態を調査・検証し優先順位を付けて見直していくこと。 

 ⑤栄養表示の義務化は、「環境整備」が大前提であり、特に、消費者教育の強
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化、多数の中小零細な食品製造事業者（事業所数の９９％）の実行可能性を

担保する支援（計算値方式等の導入、公的データベースの整備等）が必須。 

 ⑥原料原産地表示は、検討会で「制度そのものに対する否定的な意見や、そ

の拡大に反対する意見が大勢であった。」（第１０回検討会資料）ことを十分

に念頭に置く必要があり、「報告書」でも「現行の表示制度における枠組み

の下での方針を維持しつつ、～ 検討を行う。」とされたことを十分に踏ま

える必要があること。 

 ⑦「是正措置」、「調査権限」及び「申出制度」については、関係行政組織の

肥大化、監視コスト・社会的コストの増大、事業者への過度の負担等を招来

しないこと、また、執行・監視体制の一元化が必要であること。 

 

（本文） 

Ⅰ． 新食品表示制度について 

新食品表示制度（法律レベル、表示基準レベル）については、食品表示一元

化検討会での議論やその「報告書」を十分に踏まえて頂きたい。特に、以下の

点について十分、ご留意願いたい。 

 （１）①新食品表示制度の「目的」は、「報告書」に記載されている通り、「食

品の安全性確保に係る情報が消費者に確実に提供されることを最優

先」（「報告書」２（３）ア）とすべきであり、さらに、「新食品表示

制度のポイント（イメージ）」にある「消費者の適切な商品選択の機

会の確保に資する表示」については、「機会の確保」ではなく、「報

告書」にあるように「消費者の商品選択上の判断に影響を及ぼす重

要な情報」（「報告書」２（３）ア）に限定すべきであること。 

    ②「表示のポイント（イメージ）」では、「～、より一般的・包括的な

目的を持つ食品表示法（仮称）を新たに定める～」とされているが、

罰則を伴う表示制度である以上、ルールの透明性及び行政の予見可

能性が十分に確保される必要があること。 

 

 （２）①用語の定義の統一・整理を行うこと、及び、恣意的な変更が容易な

Ｑ＆Ａでなく告示レベル等でルール全体の一覧性を確保すること

（「報告書」２（３）イ）。 

    ②食品表示に関する国際規格（Codex）との整合性をとること。 

 

 （３）①「表示の見やすさ（見付けやすさと視認性）」（「報告書」２（３）エ）

について、「小さい文字でも多くの情報を載せる」（消費者庁平成２

３年１２月「食品表示に関する消費者の意向等調査（ＷＥＢアンケ
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ート結果）」（以下「ＷＥＢアンケート結果」という。（参考資料）））

が２７．４％であったのに対し、「表示項目を絞り、文字を大きくす

る」が７２．６％であったように、義務表示事項を絞り込み、消費

者にとってわかり易く見やすい、かつ、事業者にとっても作成しや

すい表示とすること。 

    ②義務表示事項の見直しについても、「食品表示の一元化に当たって優

先順位の考え方を導入する機会に、情報の確実な提供という観点か

ら現行の義務表示事項について検証を行うべきである。」（「報告書」

２（４）イ）とされていること。 

    ③このため、義務表示事項は、罰則を伴うことから、消費者が単に「関

心があるもの（表示）」や「知りたいもの（表示）」ではなく、「商品

選択の際に本当に必要としているもの（表示）とは何か」、「表示さ

せることにより、かえって消費者を誤誘導し、風評被害を招くこと

にならないか」等の実態を十分に調査・検証した上で、優先順位を

付けて見直していく必要があること。 

 

 （４）栄養表示については、「義務化を円滑に進めるために必要な環境整備」

（「報告書」４（６））が進められることが義務化の大前提であり、特に、 

   ①消費者が栄養情報を活用し、それを考慮した消費行動が行えるように

するための消費者教育の強化充実、 

   ②事業者、特に多数（事業所数の９９％）の中小零細な食品製造事業者

の実行可能性を担保し、円滑に栄養表示が行えるようにするための支

援の実施（計算値方式等の導入、公的データベースや支援ツールの整

備等） 

が必須であること。 

 

 （５）原料原産地表示については、 

   ①検討会の議論では、「原料原産地表示制度そのものに対する否定的な意

見や、その拡大に反対する意見が大勢であった。」（第１０回検討会資

料１）ということを十分に念頭に置く必要があること、 

   ②「報告書」においても、「現行の表示制度における枠組みの下での方針

を維持しつつ、 ～ 、検討を行うことが適当である。」（「報告書」５）

とされたこと 

   等から、「表示のポイント（イメージ）」の２頁「食品表示一元化法に関

する当面のスケジュール（イメージ）」における、「新たな検討の場での

検討（対象品目の選定２要件の見直し等）」及び「実施」は、消費者に誤
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解を与えるものであり不適切であること。 

 

 （６）今般の「『新食品表示制度についての意見交換会』の開催について」の

「補足的な解説」における「是正措置」、「調査権限」及び「申出制度」

については、検討会では、何ら議論がなされていないものであるが、 

   ①関係行政組織の肥大化、監視コストや社会的コストの増大、事業者へ

の過度の負担等を招来しないこと、 

   ②現状の農政局・地域センターや県・保健所等によるバラバラな執行・

監視体制を一元化すること 

   等が必要であること。 

 

Ⅱ．原料原産地表示、栄養表示について 

  原料原産地表示、栄養表示についての課題等は、以下のとおりである。 

１． 加工食品の原料原産地表示について 

  １） 加工食品の原料原産地表示については、厚生労働省、農林水産省の

共同開催による「食品の表示に関する共同会議」（以下「共同会議」と

いう。）において学識経験者、消費者団体、農業生産者団体、食品事業

者団体等の委員により長年にわたり検討が行われてきている。平成２０

年７月に共同会議での議論が再開され、事業者・消費者団体へのヒアリ

ング、一般消費者の意見を得るための全国２，０００人を対象としたウ

ェブ調査や農林水産省ホームページを通じたアンケート調査、さらに全

国７か所においてそれぞれの地域で活動する消費者・生産者・事業者の

参加による意見交換会の開催等、様々な場を活用して意見が聴取され、

それらを踏まえて引き続き議論が重ねられた結果、加工食品の原料原産

地表示についての考え方をとりまとめた報告書№７「消費者と食品事業

者との情報共有による信頼関係の構築を目指して ―ＪＡＳ法に基づく

加工食品の原料原産地表示の拡大に向けた表示の方法と品目の考え方に

ついて―」（平成２１年８月２８日。）が公表されている。 

この報告書において、ＪＡＳ法における原料原産地表示の義務対象品目

を選定する際の品目横断的な基本的な要件として、これまでの 

要件Ⅰ ：原産地に由来する原料の品質の差異が、加工食品としての品質

に大きく反映されると一般的に認識されている品目のうち、 

要件Ⅱ ：製品の原材料のうち、単一な農畜水産物の重量の割合が５０％

以上である商品 

について、今後とも基本的に維持すべきである、とされている。 

こうしたこれまでの長い検討の経緯を踏まえ、加工食品の原料原産地表
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示については、引き続き要件Ⅰ、要件Ⅱを維持する必要があると考える。 

また、表示の義務化について検討する際は、平成２１年のＪＡＳ法改正

（同年５月３０日施行）により原料原産地の偽装については、直罰規定が

設けられたことを踏まえ、原料の使用実態、生産工程等に基づく表示の実

行可能性を十分勘案する必要がある。 

従って、消費者、食品製造事業者等に混乱を引き起こさないよう、上記

の品目横断的な基本的な要件、表示の実行可能性等、これまでの共同会議

での検討結果を十分に踏まえる必要があると考える。 

なお、国産原材料の生産振興等の観点からは、ＪＡＳ法に基づく「特色

のある原材料等の表示」、いわゆる強調表示を行うことにより対応するこ

とが最も適切であり、その積極的な活用が図られる必要がある。 

２） また、加工食品（２２食品群及び個別４品目を除く。以下、２）にお

いて同じ。）における原料原産地表示については、以下の課題等があるこ

とから、過度な規制、取り締まりのための規制とならないよう、食品製造

事業者の自主的・主体的な取組みを推奨する等の方向で行うことが適切で

あり、一律に義務付けることは慎重に願いたい。 

 

   ① 原料原産地表示は、食品の安全性を示すものではないにもかかわら

ず、消費者庁による「ＷＥＢアンケート結果」によれば、消費者の多

く（回答者の６１％）は、原料原産地表示は「安全性を確認するため」

と回答している。このため、原料原産地表示の拡大は、食品の安全性

について消費者を誤誘導し、風評被害（福島県産、中国産の忌避等）

を招く等の問題があること。 

② 原料原産地表示を広範に義務付けている国はほとんどなく（国際規格

（Codex）で原料原産地表示は表示すべき項目に入っていない。）、諸外

国では原料原産地に関する情報を伝達する商慣行もないため、我が国食

品製造事業者が取引相手先から原料原産地の情報を入手できない場合

があること。また、日本向けの原材料のみに原料原産地情報を要求する

こととなる結果、原材料の調達が困難になる場合も想定されること。 

③ 加工食品は、最終製品の品質及び生産の安定、コストの低減、リスク

の分散等を図るため、原料の調達先・配合等を複数化し、かつ、頻繁に

変更していること等から、原産地の変更と包材等の変更とのタイミング

を一致させるための管理や複数種類の版の包材等の維持管理を完全に

行うことは、事業者、特に多数（事業所数の９９％）の中小零細な食品

製造事業者にとって、難しい問題であること。平成２１年のＪＡＳ法の
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改正により、原料原産地の偽装には、直罰規定が設けられたことから、

中小零細な食品製造事業者にとっても表示の実行可能性が十分に担保

される必要があること。また、表示ミスが起きる可能性が格段に高まる

とともに、包材ロスが相当の量になり、環境への負荷が増大することが

懸念されること。 

④ 穀物等の国際需給の構造的変化が著しい状況の下で、加工食品におけ

る原料原産地表示を義務付けるとすれば、産地の固定化など、我が国食

品製造事業者の原料調達が制限され、企業活動は大きな制約を受けるこ

とになり、食品の安定供給に支障を生じる恐れがあること。 

⑤  原料原産地表示における「国産」・「外国産」又は「輸入」といった

「大括り表示」及び「輸入中間加工品の原産国表示」については、以下

の課題があること。 

ア） 加工食品においては、一つの原材料について、「国産」原料と「外

国産（輸入）」原料との頻繁な切り替え、併用等が、通常行われてい

る。その場合、表示は「輸入又は国産」もしくは「国産又は輸入」と

なり、現状では「国産」の文字が入ることで、優良誤認となる恐れが

あり、表示できないという問題があるため、「大括り表示」の実行可

能性が担保できないこと。 

イ） 現在、原料原産地表示が義務付けられている２２食品群等につい

ては、重量順の原料原産地（国名等）の表記である一方、２２食品群

等以外の加工食品については、「大括り表示」が導入されれば「国産」、

「外国産（輸入）」の表記となり、２２食品群等とそれ以外とで表示

が多様化、複雑化し、消費者等の混乱を招く恐れがあること。 

ウ） 「外国産（輸入）」との表示では、消費者から「国名隠し」と受

け取られ、かえって混乱を招く恐れがあること。 

エ） 「輸入中間加工品の原産国表示」についても、加工地を示した表

示であり、中間加工品の原料原産地ではないため、消費者の混乱を招

く恐れがあること。 

 

２． 栄養表示について 

加工食品の栄養成分表示については、消費者庁の「栄養成分表示検討会」

において「栄養表示の義務化に向けた課題」が整理され、それらの課題とと

もに、以下の課題等(一部重複)もあることから、一律に義務付する前に栄養
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表示に関する自主的な取組が円滑に進むよう公的なデータベースの整備を

含め、必要な環境整備を進める必要がある。 

 

１） 多くの加工食品において、ラベルにはＪＡＳ法、食品衛生法による一括

表示を始め、資源有効利用促進法によるＰＥＴ、アルミ等のマーク、特保マ

ーク等、多岐にわたる事項を、食品の容器包装等に表示することが義務付け

られており、表示スペースが無いこと、また、アレルギー表示等の健康危害

に係る重要な情報の視認性の低下等を招くこと。 

 

２） 事業者、特に、我が国食品製造業の 99％を占める中小零細事業者にと

って、すべての食品を分析して正確な値を確認することは困難であり、実際

には計算値による含有量を求めることが多くなると考えられる。加工食品の

生鮮原料では、季節や産地により栄養成分の含有量に差が出ることから、政

府は、食品標準成分表等の公的データをあらかじめ整備し、情報開示する必

要があること。 

 

３） 現行の栄養表示基準における誤差の許容範囲については、個体差の大き

い原料を使用する加工食品・惣菜・弁当等において、許容範囲内に収まるこ

とが困難な場合もあり、諸外国の例も参考に、事業者にとって実行可能性の

高い誤差の許容範囲の設定方法について検討する必要があること。 

 

４） 消費者が商品選択をするに当たって判りやすい表示であるためには、「１

００ｇ当たり」の含有量とする基準ではなく、「1 食当たり」の含有量を表

示する方が基準として適切であるとする意見も少なくない。このためには、

政府により、各食品ごとの「１食当たり」の定義等をあらかじめ整備してお

く必要がある。 

   これは、例えば、「濃縮タイプ（希釈して使用）」の製品では、「１００ｇ

当たり」の含有量表示は見かけ上、過大な数値となり、消費者に誤解を与

えることになること。 

以上 
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